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第１ はじめに 

1 本件訴訟とは 

本件訴訟は、和泉市が雇用する非常勤職員に対する特別報酬の差止め及び

これを支給した当時の和泉市長井坂善行、和泉市病院事業管理者山下隆史に

対し、損害賠償を請求することを求める住民訴訟である。（尚、本件特別報酬は

平成 21 年度より支給されていないので、差止めについては取下げ） 

 

2 対象となる非常勤職員 

対象となる非常勤職員は以下の 268 名である。（但し平成 19 年 12 月支給時

には 266 名） 

①市庁舎内の部署・図書館・歴史資料館・北部コミュニティセンター等に勤務

する職員 128 名(以下「本件職員①」という。) 

②市立保育園に勤務するパート保育士 51 名(以下「本件職員②」という。) 

③市立保育園に勤務する調理員 18 名(以下「本件職員③」という。) 

④市立小・中学校に勤務する給食調理員 38 名(以下「本件職員④」という。) 

⑤上下水道部(地方公営企業)に勤務する職員 2 名(以下「本件職員⑤」とい

う。) 

⑥市立病院(地方公営企業)に勤務する職員 看護師・看護助手・薬剤師・社

会福祉士・社会福祉主事・事務職員の合計 31 名(ただし、平成 19 年 12 月

支給時には 29 名)(以下「本件職員⑥」という。) 

 

3  本件訴訟の論点について 

本件訴訟の論点は以下の 8 点である。 

①本件非常勤職員に支給された特別報酬は実質的に期末手当にあたるか 

②本件非常勤職員は特別職か一般職か 

③本件非常勤職員は地方自治法 203 条の２に規定する非常勤職員か或いは

同法２０４条に規定する常勤の職員か 

④本件非常勤職員に特別報酬が支給出来るか 

⑤本件非常勤職員の特別報酬の支給は給与条例主義に違反するか 

⑥市の損害 
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⑦市長及び市病院事業管理者の責任 

⑧本件訴訟提訴後に新たに定められた非常勤職員に関する報酬条例で違法

性が治癒されるか 

以下論点に沿って述べる。 

 

第２ 特別報酬は実質的に期末手当にあたるか 

特別報酬は月々支給されている地方自治法第 203 条の２第 1 項の｢報酬を支給

しなければならない｣の報酬とは別に支給されているもので、6 月１日及び 12 月 1

日に在籍する非常勤職員を支給対象とし、支給額は報酬月額に定められた支

給率を乗じ、更に在籍期間に対応する期間率を乗じ、更に在籍期間の欠勤日

数に対応する勤務率を乗じて決定される。（甲６） 

この決定方式は常勤の職員に支給される期末手当の決定方式に酷似し、在職

期間に応じる期間率は全く常勤職員のそれと同一であり、勤務率は常勤職員の

勤勉手当の成績率に対応するもので、支給時期から判断しても特別報酬は常勤

職員の勤勉手当を含む期末手当であることは明らかである。 

尚臨時・非常勤職員勤務条件一覧表（甲第２１号証）に特別報酬を期末手当の

一般的呼称である一時金と標記していることからも、特別報酬が期末手当である

ことは明白である。 

 

第３ 本件非常勤職員は特別職か一般職か 

１ 公務員の任用の性格から 

公務員の任用は、相手方の同意を要するものの、任命権者による行政行為の性

質を有するものであるから、公務員がいかなる地位、身分を取得するかは、任命

権者の任用行為の内容、すなわち任命権者が法の予定している任用類型のうち

いずれを選択したかということによって定まるものである。そして任命権者の右の

意思は、辞令の記載により判断されるべきものであるが、これにより任用類型が必

ずしも明らかではないときは職名やそれを規定する法令などを資料として解釈さ

れるのであり、当該公務員の担っている職種、勤務条件などの実態のみによって、

任命権者の右意思が確定されるものではない。（平成７年８月９日札幌高裁） 
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２ 和泉市市議会の定例会での市の答弁 

和泉市市議会定例会において、以下の３件の審議で非常勤職員を地公法第 3

条第 3 号 3 号の特別職として任用していることを理事者が答弁している。 

・平成１７年３月 予算審査特別委員会（03 月 09 日）総務部次長兼人事課長答

弁（甲２） 

・平成１８年１２月 定例会（第４回）（12 月 13 日）石川清総務部理事答弁（甲３） 

・平成２０年１０月 定例会（第３回）（10 月 22 日）北村元信ひと・まち創造部長答

弁（甲２３） 

特に最後の平成２０年１０月 定例会（第３回）（10 月 22 日）のやりとりは以下の通

りである。 

「自治労が９月 29 日に発表しました地方自治体職員の勤務実態調査では、臨時

雇いや非常勤などの非正規職員が全体の 27.8％を占め、非正規職員の少なくと

も 67.1％が年収 200 万円以下の官製ワーキングプア、働く貧困層に該当すると

の発表がありました。 

そこで、本市（病院を含む）の非正規職員の実態等についてお尋ねいたします。 

１点目は、非正規職員の名称、雇用の根拠法、人数、平均勤続年数はどのよう

になっているかお聞きします。」 

それに対し、北村元信ひと・まち創造部長の関連する答弁は以下の通りである。 

「非正規職員のうち非常勤職員につきましては、地方公務員法第３条第３項第３

号の規定によりまして、また和泉市非常勤職員の任用に関する要綱等、各種の

任用に関する要綱に基づき１年ごとに更新し、雇用しております。雇用の理由と

いたしましては、一定の免許、資格を有する職や専門的知識を有し、また一定の

経験により責任を持って業務を担当するというものでございます。 

 次に、職種別人数及び平均勤続年数につきましては、パート保育士が 53 人、

非常勤調理員は学校、保育園含めて 62 人、庁内非常勤職員 81 人、再雇用職

員 49人、また市立病院で看護師 18 人、看護助手３人、薬剤師６人、社会福祉士

１人、事務職１人、計 274 人で、平均勤続年数は約７年でございます。 

次に、臨時職員につきましては、地方公務員法第 22 条第５項、和泉市臨時職員

の採解に関する規則に基づき、臨時・補助的な業務、また正職員の産休、育休、

病休者等のかわりに必要に応じ最長２年を基本としているものでございます。 
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 次に、職種別人数につきましては、保育士が 150 人、調理員は学校、保育園合

わせ 21 人、看護師１人、用務員３人、養護学級介助員 55 人、留守家庭児童会

指導員 56 人、一般事務職、病院を含んで 168 人、合計 454 人でございます。」

（甲２３）（引用終了） 

この答弁を見ると前段で非常勤職員について、後段で臨時職員について述べ、

最初に雇用の根拠法、それを受けて任用の細目を定めた要綱（規則）、雇用の

理由、対象となる職種及び人数、最後に勤続年数となっている。根拠法は前段

が地方公務員法第３条第３項第３号、後段が地方公務員法第 22 条第５項となっ

ており、前段の非常勤職員の雇用の理由を「一定の免許、資格を有する職や専

門的知識を有し、また一定の経験により責任を持って業務を担当する」としている。

これはまさしく地方公務員法第３条第３項第３号が規定する特別職の職務の特

徴を表現しているもので、本件が対象としている非常勤職員が地方公務員法第

３条第３項第３号により特別職として雇用していることを答弁したことは明らかであ

る。 

尚これらの答弁から、市は非正規職員の任用について、臨時職員を地公法 

第２２条による一般職として、非常勤職員を地公法第 3 条第 3 号 3 号の特別職と

して任用する基本的方針を有していることが明らかである。 

 

３ 辞令の表記について 

本件非常勤職員の辞令の記載をみると、 

第 1 の２の区分に従えば 

①の職員 和泉市非常勤職員に委嘱する（甲第 25 号証の１） 

②の職員 和泉市非常勤嘱託員に委嘱する（甲第 25 号証の２） 

③の職員 和泉市非常勤嘱託員に委嘱する（甲第 25 号証の３） 

④の職員 和泉市学校給食非常勤嘱託調理員に任命する(甲第 25 号証の４) 

⑥の職員 和泉市立病院非常勤嘱託員に委嘱する（甲第 25 号証の５） 

和泉市立病院非常勤嘱託員（看護助手）に委嘱する（甲第 25 号証

の６） 

和泉市立病院嘱託職員（薬剤師）に委嘱する（甲第 25 号証の７） 

和泉市立病院嘱託職員に委嘱する（甲第 25 号証の８） 
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和泉市立病院嘱託職員（事務員）に委嘱する（甲第 25 号証の９）  

とあり、更に全てについて、任用期限を｢但し平成 21 年 3 月 31 日までとする｣。

報酬として｢月額報酬○○円を給する｣。勤務場所として｢○○勤務を命ずる｣とさ

れている。 

 

この嘱託員の言葉は地方公務員法の一般職の規定には一切存在しないもので、

特別職の規定である地方公務員法第３条第３項第３号の臨時又は非常勤の嘱

託員にのみ使われ、従ってこの非常勤嘱託員は、辞令上も地方公務員法第３条

第３項の特別職で雇用されたことは明らかである。 

又本件非常勤職員に適用される和泉市非常勤職員の任用に関する要綱（甲４）

で報酬及び費用弁償を定める第 4 条（要綱上は第３条採番の誤りと思われる）の

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（甲５）第 2 条

第 3 項に｢臨時又は非常勤の嘱託員及びこれに準ずるものの報酬額は、日額又

は月額とし、予算を超えない範囲内において任命権者が市長の承認を得て定め

る。｣とあり、ここでも非常勤の嘱託員の文言が使われており、特別職で雇用され

ていることが判る。 

又委嘱するとの表記は一般職の任用には通常使われないもので、特別職につい

て使われるものである。一般職については通常任命と表記する。（甲第 26 号証） 

又いずれも月額報酬の表記があり、一般職であれば給料や賃金と表記するのが

通常である。 

以上、辞令の表記からしても本件非常勤職員が特別職であることは明らかであ

る。 

 

４ 特別職報酬等審議会で審議されていること 

本件非常勤職員の報酬は特別職報酬等審議会で審議されており、特別職報酬

等審議会は特別職の報酬等について審議する機関であり、その点からしても本

件非常勤職員が特別職であることは明らかである。（甲４３） 

 

５ 本件非常勤職員の職が地公法地公法 3 条 3 項 3 号にて任用されていることが

一般的に行われている事実 



9 

被告らの提出した陳述書（2）（乙 22）によれば、本件非常勤職員に関し府内の

自治体での常勤の職員に類似する職務を行っている非常勤職員とことわってそ

の任用形態について質したところ、一般職として任用している自治体は 10 自治

体、一方特別職として任用している自治体は 20 の自治体となっている。 

府内の自治体では本件職員を特別職として任用しているのが寧ろ主流で、こ

れらの調査の職員の職務が本件非常勤職員の職務と大きく異なることは想定で

きないから、本件非常勤職員が地公法 3 条 3 項 3 号により任用されていることは

何ら異例な事ではないし、同じ職種でこのように異なる任用形態がとられていると

言うことは、とりもなおさずその職種の内容や勤務形態がどうであるかと言うよりも、

寧ろどの職種で任用したか（任用行為の如何）によって決せられると言っても過

言ではない。 

 

6 被告らの勤務の実態から本件職員が一般職であるとの主張について 

被告らは本件職員について正規職員との類似をもって一般職であると主張する。

しかしながら、本件職員は正規職員と外形上は同一職務を行っているようである

が、自ずと職務の範囲や責任は異なり同一職務を行っているものではない。勤務

時間についても正規職員の３／４以下であり準じる時間勤務しているとは言えな

いし（特に保育士は３／５の時間しか勤務していない）。原則として残業（過勤務）

が許されていないのは正規職員と異なる（甲第 24号証）。更に兼業の禁止など正

規職員と同様の職務規律に服していると主張するが、本件職員について兼業が

禁止されている明文の規定は無く、報酬が生活給であるとの主張は何ら根拠の

無いものである。 

のみならず本件職員は多くが資格の保有が条件で任用され、一般職に比べ成

績主義が適用されず、任用に当たっても厳密な選考はなされておらず、勤務時

間が３／４以下と少なく、報酬の支給、休暇制度、共済制度について一般職と明

らかに異なった扱いを受けていることからしても本件職員を一般職と解すべきで

はない。 

 

7 被告らの本件職員を期限付きの一般職として任用したとの主張について 

被告らは、議会での答弁は誤解であり、本件職員が期限付きで任用された一
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般職であると主張する。その根拠に以下の最高裁判例を引用する。 

昭和 38 年 4 月 2 日 裁判所名 最高裁第三小法廷 裁判区分 判決 

事件番号 昭３６（オ）１３０８号 

この裁判は小学校教員の期限付任用が適法とされた事例で、県教育委員会

のした小学校教員の期限付任用も、（イ）同委員会としては、定年退職の制度が

ないため、高齢者を罷免し人事の刷新を図るには勧奨退職の方法を活用するよ

りほかなく、この方法の円滑な運用を期するうえに期限付任用を行う必要があつ

たこと、（ロ）本人としても、かかる任用を諒承し、再度期間の更新を受けるにあた

り年度末には自発的に退職する旨の誓約書を差し入れていたこと、（ハ）地方公

務員法の職員任用に関する規定の適用をみるにいたったのが、再度の更新期

間中であつたこと等の事情の下では、地方公務員法の右規定施行後においても、

違法とはいえない。 

と判示した。 

この判決は確かに臨時職員（地公法 22 条）以外に期限付き職員を許容する

趣旨の判例であるが、この判例は職員の任用を無期限のものとするのが法の建

前であり、職員の期限付任用も、それを必要とする特段の事由が存在し、職員の

身分を保障し職員をして安んじて自己の職務に専念させる趣旨に反しないときに

例外的に許されると判示したもので、定年退職の制度がないため、高齢者を罷

免し人事の刷新を図るには勧奨退職の方法を活用するよりほかなく、この方法の

円滑な運用を期するうえに期限付任用を行なう必要があった特別の事情の背景

でこれを容認したものである。 

この特段の事情とは、公務員法の根幹的制度趣旨からすれば、本来例外的な

ものであるべき期限付き任用が認められるための「特段の事情」を判断するという

のであるから、任用を必要とする「事由」および「限度」の両面から厳格に検討さ

れるべきであり、少なくとも①業務そのものが一定期間で廃止あるいは終了する

「非恒常的業務」であるか ②恒常的業務にあっては一時的な量的拡大に対し

て緊急かつ臨時の対応が必要であるかのいずれかとするもの、でなければならな

いはずである。 

ところで本件非常勤職員と同様の職種である、保育士、調理員、看護師、一

般事務で地公法 22 条による一般職として臨時職員を雇用している。そのような状
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況で敢えて本件非常勤職員を雇用した理由は前述の一定期間で終了する職種

でもなく又一時的な量的拡大に緊急で対応しなければならない状況でもない。も

っぱら常勤の職員と異なり、所属長が勤務の割り振りを決めることが可能で、弾

力的な勤務形態を採用できることにあることは、本件職員の勤務の実態から見て

明らかである。（甲１６、乙９） 

そうすると、本件非常勤職員を地公法 17 条で期限付き職員として任用しなけ

ればならない特別の事由は存在しないと言える。 

 

又正規職員を期限付きで任用することについては厳しい制約があるとする学

説が多くあり、以下その代表的なものを示す。 

その１ 

一般職の職員は期限の定めが無いのが原則であり、期限付き任用が安易に

行われる事により、常勤的非常勤職員を発生させる恐れもあり、出来るだけ避け

るべきであって、万一やむを得ない場合も任用期間が客観的に明白で、且つ短

期間に限るべきである。恒久的な職への任用は特別な事情がある時を除いて違

法の疑いが強い。（甲第３０号証） 

その２ 

期限附任用については.定年退職者に関するもの以外に、地公法には何の規

定も置かれていないので、そもそもそのような任用が許されるのか否かが問題とな

る。地方公務員には期限の定めのない終身雇用を前提とした身分保障がなされ

ているが、すでに一定期間の経過後に廃止されることが見込まれる職や一定の

業務計画により短期に終了する業務のための職については、職員の身分保障及

び職員の退職の自由を損なわない範囲で、任期を限った職員を充てることを禁

止する理由はないし、かえって、それを認める事の方が合理的である。 ・・略・・ 

地公法が期限の定めのない任用を基本としつつ、一年以内の臨時の必要に対

しては臨時的任用をもって対処することとしていることを合わせ考えると、ある職が

臨時的任用によってまかなうには存統期間が長すぎるが、数年内には廃止され

ることが予定されているというような場合には、事前に期限附任用の対象となる者

の十分な了解をとった上で、一定の期限を限った任用することができると考えら

れる。（地方公務員法講義 橋本勇著 第二次改訂版 ぎょうせい 甲第３１号
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証）（引用終了） 

 

本件非常勤職員の任期は平均 7 年と長期であり、その職種は長期にわたって

継続して設置されている恒久的な職種であり、更新を繰り返し実質的な任用期

間も明らかでないなど地公法 17 条で期限付きに任用するに相応する職とは考え

られない。（但し再雇用職員については、人事刷新の為の早期退職奨励制度で

早期に退職した職員に対応する制度で、雇用期間も 60 才までと限定されている

ので、17 条任用と解せる余地はある） 

 

又、過去に和泉市の議会で平成 8 年から現在までこの 17 条任用を発言した

のは唯一 1 回しかない。（甲第２９号証）その議員の発言によれば東大阪市の例

をあげ、和泉市にも１７条を根拠に非常勤職員を任用する要望を行っており、非

常勤職員が１７条で任用されていたという認識は関係者には無く、本件訴訟の被

告準備書面で唐突に出てきたものである。 

以上から本件職員を地公法第 17 条による期限付き職員として一般職で雇用

しているとの主張は失当である。 

 

8 小括 

以上、公務員がいかなる地位、身分を取得するかは、任命権者の任用行為の

内容、すなわち任命権者が法の予定している任用類型のうちいずれを選択した

かということによって定まるものである事。議会答弁で本件非常勤職員を地公法

第 3 条第 3 号 3 号の特別職として任用していることを理事者が答弁していること。

辞令上の表記。特別報酬審議会で審議されていること。本件職員が特別職で雇

用されていることは異例な事ではなく、府内の自治体では寧ろその方が多いこと。

本件職員が地公法第 17 条による期限付き職員として雇用するに相応しい職種

でないこと等の理由からして、本件非常勤職員が特別職として雇用された事は明

らかである。 

 

第４ 本件非常勤職員は地方自治法 203 条の２に規定する非常勤職員か或いは同

法２０４条に規定する常勤職員か 
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１ 基本的考え方 

常勤か非常勤かの判断基準について地方自治法も地方公務員法にも定めら

れたものは無いが、非常勤であるか常勤であるかは、まずもって常勤・非常勤の

通常の意味に従い、その生活の糧をもっぱらその職から得ることを予定している

か否かで判断すべきであり、勤務時間の大半をそれに費やしているか否かで判

断すべきである。茨木市の住民訴訟において 

常勤の職員の１週間当たりの勤務時間（勤務時間法５条１項において休憩時

間を除き１週間当たり４０時間と定められている。）の４分の３（勤務時間法の上記

定めによれば３０時間）を超えるような態様の勤務に従事する職員は、社会通念

に照らしても、当該勤務が当該職員及びその家族の生計を支えるいわゆる生活

の糧を得るための主要な手段となっているのが通常であると考えられることを併せ

考えると、地方公務員についても、１週間当たりの勤務時間が常勤の職員の所

定の勤務時間の４分の３を超えるような態様の勤務に従事する職員は、地方自

治法２０４条１項にいう常勤の職員に該当するものと推定されるというべきである。

（大阪地裁 平成 20 年 1 月 30 日判決）（引用終了） 

と判示する。そうするとこれの反対解釈として常勤職員の週４０時間（勤務時間

法５条１項）の４分の３、即ち週３０時間を超えない勤務に従事する職員は常勤の

職員に該当しないと言える。 

 

２ 要綱での勤務時間の定めと任用の考え方 

本件非常勤職員の雇用を規定する和泉市非常勤職員の任用に関する要綱

（甲４）及び和泉市学校給食非常勤嘱託調理員の任用に関する要綱（甲第 19 号

証）及び和泉市立病院非常勤嘱託職員の任用に関する要綱（甲 22 号証）第 3

条に、勤務時間は週 30 時間を超えないと規定されている。これは前記１の趣旨

の週 30 時間を超えると常勤の職員に準じるとみなされることを避けるため週 30 時

間を超えないと定められたことは明らかで、この要綱で雇用される職員を地方自

治法 203 条の２が適用される非常勤職員として雇用することを前提に本要綱が定

められたと解すべきである。 

尚、現在の和泉市の常勤の職員の勤務時間は 38．75 時間であるが、これに

ついては平成 4 年 5 月に国家公務員に完全週休２日制が導入され、地方公共
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団体もこれに習って週休 2 日制を順次導入したが、その際既に一日あたりの勤

務時間が 8 時間を下回っていたのも拘わらず、単純に週休 2 日制を導入したた

め勤務時間が週４０時間を下回る結果となり、その状態が現在も続いている。 

地方公共団体の職員の勤務時間は、国及び他の地方公共団体の職員との間

に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。（地公法 24 条第

5 項）とされ、これについては予てより国から国家公務員との均衡を考慮し週 40

時間となるよう適正化を求められており、現行勤務時間の週３８．７５時間はその

適正化を怠っているに過ぎない。（甲第１１号証参照） 

更に原告が各自治体の条例を調査したところ、自治体の勤務時間は全国の

都道府県は全て週４０時間であり、その他の市においてもこのような週３８．７５時

間体制をとっている自治体は遙かに少数である。（原告第１準備書面資料１参

照） 

即ち週当たりの勤務時間が国家公務員、都道府県職員は全て 40 時間であり、

地方自治体職員（市）も圧倒的多数が 40 時間である事を考慮すると、常勤か非

常勤かを判断する際の常勤の職員の勤務時間は週 40 時間と考えるのが正当で

あり、国の指導に従わずたまたま現在市が採用している週３８．７５時間の４分の３

即ち週２９．０６時間を本件非常勤職員の多くが採用する週３０時間の勤務時間

が超えているからといってこれらの職員を常勤職員と解することは出来ない。 

 

３ 和泉市非常勤職員の任用に関する要綱での定め 

和泉市非常勤職員の任用に関する要綱第 4 条（甲第 4 号証では第 3 条となっ

ているが採番の誤りと思われる）及び和泉市学校給食非常勤嘱託調理員の任用

に関する要綱（甲第 19 号証）第 4 条には、非常勤職員に対する報酬及び費用弁

償は特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例（甲 5 号

証）によるとされ、この条例第１条に 

この条例は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 203 条第 5 項（現第 203

条の２第 4 項）の規定により、特別職の職員で非常勤のもの(議会の議員及び消

防団員を除く。以下「特別職の職員」という。)の報酬及び費用弁償の額並びにそ

の支給方法について定めることを目的とする。 

とあり、非常勤職員について定めた地方自治法２０３条によることを明確に定め
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ている。 

 

４ 改正した給与条例（乙１４）では 

原告は、新・旧給与条例ともは一般職を対象としたもので、特別職である本件

職員には適用されないものであるが、仮に適用されとすると 

旧給与条例（乙２）においては 

第 1 条 この条例は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 204 条及び地

方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号。以下「法」という。)第 24 条第 6 項の規定

により本市職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。 

とし、地方自治法 204 条の常勤を対象とした職員に適用していた。 

一方、今回の改正給与条例では｢第２０４条及び｣を｢第２０３条の２及び第 204

条並びに｣と改訂した。このことは今回の非常勤職員についての改正は地方自治

法第２０３条の２の職員を前提としたものであり、更に被告準備書面３の 1 頁には、

｢本件職員を地方自治法 203 条の２の非常勤職員と位置づける観点から報酬の

みを支給することとし｣ 、又同２頁には｢地方自治法 203 条の２第項に基づく新

条例も、そのような法令の趣旨に沿って施行規則が規定することを委任している

ことは明らかであり｣と同趣旨の陳述を行っている。 

本件職員が地方自治法 203 条の２の非常勤職員にあたるか、同法 204 条の常

勤の職員に当たるかは本件訴訟の争点であり、被告は今まで本件職員が常勤の

職員とも解せられる余地があるとの主張を行っていたが、この陳述の趣旨からす

ると被告は改正条例が成立した以前から、本件非常勤職員（①から④の職員）を

地方自治法 203 条の２の非常勤職員にあたることを自認した事になる。 

 

５ 小括 

本件非常勤職員の大多数が週３０時間を超えない勤務時間であること、そのよ

うな勤務の職員は生活の糧をもっぱらその職から得ることを予定しているとは考え

られないこと。和泉市非常勤職員の任用に関する要綱において地方自治法２０３

条によることを明確に定めている。等から本件職員は地方自治法２０３条の２が適

用されるいわゆる非常勤職員であることは明らかである。 
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第５ 本件非常勤職員に特別報酬が支給出来るか 

１ 地方自治法の定め 

非常勤職員について定めた２０３条の２において 

第１項で 普通地方公共団体の非常勤の職員（短時間勤務職員を除く。）に対し、

報酬を支給しなければならない。と定め 

第２項で  前項の職員に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。

ただし、条例で特別の定めをした場合は、この限りでない。と定め 

第３項で  職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。 

と定められている。 

一方、常勤の職員について定めた２０４条において 

第１項で 常勤の職員について給料及び旅費を支給しなければならない。と定め 

第２項で 前項の職員に期末手当を含む各種手当を支給できる。 

と定められている。 

以上の定めから、２０４条の対象である常勤の職員には給料以外に期末手当等

の各種手当の支給が可能であるのに反し、２０３条の２の対象である非常勤職員

には報酬及び費用弁償以外の各種手当ては支給出来ないこととなる。 

本件非常勤職員は地方自治法２０３条の２の適用を受ける職員であるから、本件

特別報酬は支給出来ない。 

 

２ ２０３条の２第２項について 

被告らは、２０３条の２第２項の 条例で特別の定めをした場合は、この限りでな

い の但し書きをもってこの但し書きが生活給的支給が許される趣旨の定めであ

ると主張するが失当である。 

地方自治法 203 条の２の但し書きは以下の国会議論で追加されたもので、そ

の趣旨は以下の通りである。 

衆議院地方行政委員会 昭和 31 年 04 月 27 日の全国人事委員会連合会代

表東京都人事委員長大野木参考人の (甲第３２号証の１) 

「日当というふうなことに対しまして、感情的にも無視できないものがありまして、

委員といたしましては給与の額の問題ではなく、われわれは実は誇りを持って仕

事をいたしているので、労務の切り売りのような形になることははなはだ心外であ
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るということを申しております。ことに委員の中には非常勤ではありますが、実際の

必要もありまして、定例日以外にも進んで勤務いたしている人たちが少なくありま

せん。それが日当ということになりますと、日当かせぎに出るというような気持の上

の拘束も受けることになりまして、せっかく自由な御奉公をしていくことがやりにくく

なるという結果も生じます」 

との意見に対応して定められたものであり、その提案理由は以下である。（甲

第 32 号証の２） 

｢鈴木（直）委員 ただいま議題となりました修正案につきまして御説明をいたし

ますが、その案文はお手元に印刷物といたしまして差し上げてありまするので、朗

読は省略さしていただきます。 

 修正案は三つからなっております。その第一点は、政府から提案されました

改正法案の中には、二百三条に第二項が新しく加えられまして、「普通地方公共

団体の非常勤の職員に対し、報酬を支給しなければならない。」ということになっ

ておるのでありますが、その非常勤の職員に対する報酬につきましては、「議会

の議員以外の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。」とい

うふうに、政府案では相なっておるのであります。これに対しましてただし書きを加

えまして、「但し、条例で特別の定をした場合は、この限りでない。」ということを入

れたいというのが、私の修正案の第一点であります。二百三条の第一項には、非

常勤の職員の例示がなされておりまして、その非常勤の職員に対しては報酬を

支給するということになっておりまして、今まではその報酬は日給であるとか、ある

いは勤務日数に応じて支給するというような区別がなかったのでありますが、政府

案によりますと、すべてが勤務日数に応じてこれを支給するというふうに改められ

たのでありまするが、この非常勤の職員のうちにおきましても、たとえば教育委員

会の委員とか、選挙管理委員会の委員とか、人事委員会の委員とか、公安委員

会の委員とか、あるいは地方労働委員会の委員とか、農業委員会の委員というよ

うな、主として執行機関に属しているところの委員会の委員も、この非常動の職員

のうちの職員となっておる次第であります。もちろん常勤の委員もあると思います

が、非常動のこれら委員につきましては、勤務日数に応じてこれを支給するように

なるのでありまするが、これらの委員の方々は、主として特別職に属する方々でご

ざいますので、特に府県市町村等の地方公共団体において、条例をもって勤務
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日数に応じて支給する方法と別の方法をもってこれらの報酬を支給する方法を

定められた場合においては、その条例によるものであるというようなただし書きをこ

こに挿入することが適当と存じまして、ただし書きを規定いたした次第でありま

す。｣（引用終了） 

 

このように被告の主張する生活給的趣旨の支給を容認する趣旨で追加された

ものではない。 

非常勤職員の報酬は常勤職員に対する給与と異なり、いわゆる生活給たる意

味は全く有せず、純粋に勤務に対する反対給付としての性格のみを持つもので

あることを前提に、その支給方法について条例で定めることによって月額や年額

で支給することを許容したものであり、生活給的意味合いを許容する趣旨では無

い。 

平成 18 年 7 月 7 日 大阪地裁 平１４（行ウ）１５５号 （判例タイムズ 1247 号 

186 頁） の判決でも 

「地方自治法が普通地方公共団体の非常勤の職員について上記のとおり給

与の支給方法等につき常勤の職員と異なった規制をしているのは、勤務に対

する対価（反対給付）としての給与の性格上、勤務の態様に応じて給与の態

様も異なるべきところ、常勤の職員に対する給与（給料）は、勤務に対する反

対給付であると同時に当該職員及びその家族の生活を支える生活給として

の意味を有するものであるのに対し、非常勤の職員に対する給与（報酬）につ

いては、その勤務の態様からして、一般にこのような生活給的意味はなく、純

然たる勤務に対する反対給付としての性格のみを有するものとするのが相当

であるとする趣旨に出たものと解される。そして、同法２０３条２項本文は、普

通地方公共団体の非常勤の職員の中議会の議員以外の者に対する報酬は、

その勤務日数に応じてこれを支給する旨規定することにより、この趣旨を明確

にし、これをもって非常勤の職員に対する報酬の支給の原則とするとともに、

非常勤の職員のうちにも勤務の実態がほとんど常勤の職員と異ならず、常勤

の職員と同様に月額ないし年額をもって支給することが合理的であるものや、

勤務日数の実態を把握することが困難であり、月額支給等による以外に支給

方法がないものなど、特殊な場合も予想されることから、同項ただし書におい
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て、条例で特別の定めをした場合はこの限りでない旨規定したものと解され

る。」（引用終了） 

とされ、被告の主張が的はずれであることは明らかである。 

 

第６ 本件非常勤職員の特別報酬の支給は給与条例主義に違反するか 

１ 地方自治法の定め 

２０３条の２第４項で 報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法は、条例で

これを定めなければならない。と定め 

２０４条の２で 普通地方公共団体は、いかなる給与その他の給付も法律又は

これに基づく条例に基づかずには、これをその議会の議員、第二百三条の二第

一項の職員及び前条第一項の職員に支給することができない。 

と報酬等の給付は条例でこれを定めることが必要である即ち給与条例主義を

定めている。 

 

２ 給与条例主義の考え方（判例・行政実例等） 

給与条例主義が原則とされている理由は、① 職員に対して給与を権利として

保障することと、② 給与の決定を、住民の代表である議会の条例制定を通じて

民主的にコントロールすることにあり、給与の支給時期の調整のような技術的、細

目的な事項について地方公共団体の長の定める規則等に委任することは許され

ないものではないとしても、給与の種類、額、支給方法等の給与に関する基本的

事項については、条例自体でこれを定める必要があると解するのが通説である

（東京地判昭 53・7・4 行集二九巻七号＝ ｝四九頁、その控訴審東京高判昭 53・

12 ・19 行集二九巻＝ 一号二〇九二頁など参照）。 

更に、以下の判決もある。 

大阪地裁平１６（行ウ）第６５号 事件名：損害賠償請求事件判決平１９.２.９ 

にて （判時 2021 号 22 頁） 

地方自治法２０３条、２０４条及び２０４条の２の各規定並びに地方公務員法２４

条６項、２５条の各規定の趣旨及びその沿革等にかんがみると、 これらの規定は、 

普通地方公共団体の職員に対する給与について、 常勤の職員の場合であると

非常勤の職員の場合であるとを問わず、 その支給要件及び支給額を条例にお
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いて具体的に規定することを予定しており、事柄の性質上その決定を普通地方

公共団体の長又はその制定する規則にゆだねることを一切許容しない趣旨のも

のとまでいうことはできないものの、 これを規則等の定めにゆだねる場合におい

ても、 少なくとも当該種類の給与の支給要件該当性及び支給額を決定するた

めの具体的な基準が当該条例自体から読み取れる程度に条例においてこれを

具体的に規定することを要するものと解すべきであり、 条例において単に給与

の支給根拠のみを定め、 具体的な額、支給要件等の基本的事項をすべて普通

地方公共団体の長又は規則に委任するようなことは、 給与条例主義の趣旨に

反し、許されない。また、条例において非常勤の職員に対する報酬の支給方法

をその勤務日数に応じて支給するものとするかそれとも月額ないし年額等をもっ

て支給するかをも含めて広く普通地方公共団体の長の裁量判断にゆだねること

は、 地方自治法２０３条２項の規定に抵触することが明らかである。（引用終了） 

更に以下の行政実例も存在する。 

昭和２７年１１月１８目自行公発第９６号函館市人事委員会委員長あて公務員

課長回答「条例制定事項について」は，職員の給与，勤務時間その他の勤務条

件に関する事項を全面的に規則で定めるよう条例で委任することはできないもの

と解する 

としている。又 

昭和５４年８月３１目自治給第３１号各都道府県知事，各指定都市市長あて行

政局公務員部長通知「違法な給与の支給等の是正について」は，「条例におい

て単に給与の支給根拠のみを定め、具体的な額，支給要件等の基本的事項を

すべて長又は規則に委任するようなことは給与条例主義の趣旨に反するもので

あり，その内容は条例に明確に定めること。」 

としている。 

 

３ 本件職員に適用される条例では 

（１）ところで、本件非常勤職員について適用される特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例の第 2 条第 3 項には（甲５） 

 前 2 項に規定するもののほか、臨時又は非常勤の嘱託員及びこれに準ず

るものの報酬額は、日額又は月額とし、予算を超えない範囲内において任命
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権者が市長の承認を得て定める。 

と定めている。 

この条例によれば本件特別報酬（実質期末手当）の支給について何らの定

めなく、特別報酬決定の基準となる報酬について全て任命権者及び市長に委

任するもので、給与条例主義に反することは明らかである。又報酬の支給方法

は日額又は月額と定めており、本件特別報酬が文字通りの報酬と解するとして

も、年 2 回期末に支給方する方式は定められた支給方法に反し、委任の範囲

を超え違法な支出である。 

更に本件非常勤職員について特別報酬の支給を定めた非常勤職員の報

酬及び費用弁償取扱基準(甲６、乙３、乙８、乙１０、乙１１、乙１２)は，何れも地

方自治法１５条所定の規則としての法形式がとられていないことが明らかであ

る上，同法に基づく制定，公布の手続がとられていないことからして，これを同

法１５条にいう規則と認めることはできない。又①②③の職員について定められ

た基準（甲６、乙３）では支給月数のみが定められ、この前提となる報酬につい

てはその最高額が規定されているのみで、再雇用職員については退職時の

年齢に応じた基準に応じて報酬が定まる仕組みがとられており、これでは特別

報酬（期末手当）の額を定めたものとは言えず、有効な内規とは言えない。 

したがって、本件支出は、条例上の根拠を欠き、給与条例主義に反し地方

自治法２４２条にいう違法な公金の支出当たる。 

 

（２）本件職員は特別職であり、適用される条例は前記特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例であるが、被告らが一般職について適

用される和泉市職員の給与に関する条例（以下給与条例という）１２条が適用

される主張する。（乙２ 旧給与条例） 

仮にそうであったとしても、給与条例第１２条には 

第 12 条 非常勤職員(再任用短時間勤務職員を除く。)の給与は、この条例の

規定にかかわらず、日額又は月額とし、その額は、予算の範囲内において職員

の給与との均衡を考慮して任命権者が定める。 

2 前項の非常勤の職員には、他に別段の定めがない限り、前項の給与を除く

ほか他のいかなる給与も支給しない。 
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この第１項の給与（ここでは報酬）は日額又は月額としとあり、更に第２項で前

項の給与を除くほか他のいかなる給与も支給しない。とされている。これによれば

年２回の期末の特別報酬の支給は日額又は月額と定めた委任の範囲を超える

もので違法な支出である事に変わりはない。 

 

４ 地方公営企業法の適用（準用）について 

被告らは一部の職員について、地方公営企業法の適用（準用）を主張する 

（１） 地方公務員法は、地方公務員制度について、その基本法としての地位

を有する最も重要な法律である。この法律は、特別職に属する地方公務員と

一般職に属する地方公務員を区分し、特別職については同法を適用しないこ

とを明確にしたうえで、一般職について地方公共団体の人事機関及び職員の

身分取扱いに関し統一的・体系的な規定を定めている。したがって、一般職の

地方公務員であればどのような職種の地方公務員であれ、原則として地方公

務員法が適用され、それぞれの職種についてその職務と責任の特殊性に基

づいて地方公務員法に対する特例を必要とするものについては、例えば、企

業職員であれば地方公営企業法及び地方公営企業等の労働関係に関する

法律、教職員であれば地方教育行政の組織及び運営に関する法律及び教育

公務員特例法、警察職員であれば警察法、消防職員であれば消防組織法が

特例的に適用されるという関係になっている。 

従って、地方公営企業法は一般職について適用される地方公務員法の特

例を定めたものであり、本件特別職である非常勤職員に地方公営企業法を適

用する余地は無い。（甲第１２号証参照） 

 

（２） 被告らは市立保育園及び市立小・中学校に勤務する調理員は単純労

務職員にあたり、地方公営企業等の労働関係に関する法律附則５項により地

方公営企業法３８条が準用されると主張する。しかしながら労働関係に関する

法律附則５項は 

地方公務員法第五十七条に規定する単純な労務に雇用される一般職に属

する地方公務員であって、第三条第四号の職員以外のものに係る労働関係

その他身分取扱いについては、その労働関係その他身分取扱いに関し特別
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の法律が制定施行されるまでの間は、この法律（第十七条を除く。）及び地方

公営企業法第三十七条から第三十九条までの規定を準用する。 

とあり、一般職に属する地方公務員を前提としており、既に述べたように本

件非常勤職員は何れも特別職にあたり、従ってこの法律は適用されない。 

 

（３） 被告らは上下水道部及び病院に勤務する非常勤職員は地方公営企業

の企業職員であり、地方公営企業法の適用を受けると主張する。しかしながら、

企業職員の労働関係について定めた地方公営企業等の労働関係に関する

法律 第３条第４項に職員の定義を 

地方公営企業又は特定地方独立行政法人に勤務する一般職に属する地

方公務員をいう。 

とされ、本件非常勤職員は何れも特別職にあたり、従ってこの法律は適用さ

れない。 

 

（４） 以上から本件職員に地方公営企業法の適用（準用）はあり得ないが、仮

に地方公営企業法第３８条の適用を受けるとしても、その第4項に 

企業職員の給与の種類及び基準は、条例で定める。 

とされている。 

そうすると本件特別報酬（期末手当）を支給するためには、給与の種類を条

例に定めることが必要であるが、和泉市企業職員の給与の種類及び基準に関

する条例では（乙第５号証） 

第17条 企業職員で職員以外のものについては、職員との権衡を考慮し、予

算の範囲内で給与を支給する。 

とのみ定める。これでは条例で定め無ければならない給与の種類（本件の特

別報酬）を定めておらず給与条例主義に反し、違法な支出である事に変わり

はない。 

又、地方公営企業法第３８条の適用を受ける職員について給与条例に違反す

るとした以下の判決がある。（甲第36号証12，13頁） 

裁判年月日 平成16年 9月27日  大分地裁  平１５（行ウ）２号 （裁判所ウ

エブサイト） 
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確かに、単純労務職員については、地方公務員法の適用が除外されているが、

単純労務職員のうち一般職の者については地方公営企業法が準用されてお

り（地方公営企業労働関係法附則５項。なお、Ｃが特別職ではなく、一般職に

該当することは前記のとおりである。）、給与の種類及び基準は、条例で定める

ことが必要である（同法３８条４項）。上記規定が、給与条例主義の例外である

ことを考慮すると、少なくとも、条例により、給与の種類については、給料及び

手当の別のほか、更に細分化した種類を具体的名称と共に個々に規定する

必要があり、また、給与の原則的な基準を定める必要がある。したがって、単

純労務職員の給与についても、このような条例に拠ることなく、私法上の契約

で定めることは許されない。 

 また、緒方町においては、上記給与の種類及び基準について、単純な労務

に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和６３年２月２２日

条例第２号。乙１３）並びに規則（昭和６３年３月１５日規則第４号。甲７）が存在

する。しかし、同条例１７条には「臨時職員及び非常勤職員の給与の種類及び

基準については、この条例の規定にかかわらず、職員の給与との権衡を考慮

して任命権者が別に定める。」と規定され、上記規則１条には、臨時職員及び

非常勤職員について適用を除外する旨規定され、臨時的に採用された単純

労務職員については、上記程度まで給与の種類及び基準を定めた条例が存

在しない。 

 以上のとおりであって、仮に、Ｃが単純労務職員に該当するとしても、その給

与等については、その種類及び基準について具体的に定めた条例に基づい

て決定される必要があるというべきところ、そのような条例の存在が認められな

い本件においては、いずれにしても、本件支出命令４が給与条例主義に違反

した違法なものであることは明らかである。（引用終了） 

５ 本件非常勤職員について報酬額等を一律・確定的に定めることは困難であると

の主張について 

被告は本件非常勤職員について報酬額等を一律・確定的に定めると頻繁な

条例改正が必要となり、瑣末な審議の為に多くの時間を費やすことが必要となる

と主張する。 

確かに非常勤職員の特性上、その職種や人員は変動する要素を持っている
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ことを一概に否定はしないが、和泉市の現実は非常勤職員の報酬は平成 9 年以

来一度も変更されていない事実があり(甲１３)、仮にそのような事態が起こったとし

ても、非常勤職員の報酬について議会において審議することが瑣末な事であると

の主張は到底受け入れられない。そのような主張自体が非常勤職員の待遇に関

する認識が極めて薄い事の証左である。 

又議決を経ていないとして提出された乙 14 号証によれば、条例において非常

勤職員の号俸と報酬額のみを定め、いかなる非常勤職員の職種がどの報酬に

該当するかを規則に委任している。原告はこのような条例の定め方は給与条例

主義から必ずしも適当な定め方では無いと考えるものであるが、この定め方であ

れば被告の主張するような頻繁な変更はあり得ないし、仮に新しい職種の非常

勤職員が誕生しても又非常勤職員の報酬が変更になっても、いずれも規則の改

定で実現できるものであるから、本件非常勤職員について報酬額等を一律・確

定的に定めることは困難であるとの主張は失当である。 

百歩譲って、報酬額等を一律・確定的に定めることが困難であるとしても、少な

くとも条例に特別報酬を支給する事が出来る旨定めることに何ら支障は無い。 

 

第７ 市の損害 

１ 市の損害 

和泉市長（兼水道事業管理者）が非常勤職員へ特別報酬として支出した 

平成１９年夏期特別報酬 ８８，５０２，３３７ 円 

平成１９年冬期特別報酬 １０４，００５，６１１ 円 

同じく病院事業管理者が非常勤職員へ特別報酬として支出した 

平成１９年夏期特別報酬 11,078,923  円 

平成１９年冬期特別報酬 13,911,445  円 

が市の損害となる。 

 

２ 被告らの市に損害は無いとの主張について 

被告らは仮に非常勤職員への特別報酬が違法であったとしても、市は非常勤

職員に対し不当利得返還請求権を有することになるから、市に損害は無いと主

張する。 



26 

しかしながら、地方公共団体の長の損害賠償責任の範囲は民法の規定によっ

て判断されるべきところ､民法上は金銭を違法に流出させたときは､被害者がその

金員により不当に利得したものに対し不当利得返還請求権を有する場合でも､

違法流出者に対し流出額について賠償を求めることができると解される｡（京都地

裁昭五八(行ウ)第三八号､損害賠償請求(住民訴訟)事件､昭 62･2･18）（判例タイ

ムズ 647 号 135 頁） 

最高裁判決においても、住民訴訟ではなく一般の損害賠償に関するものであ

るが、被害者が同時に他の者に別の債権を有し、その債権が回収できれば損害

は存しなくなる事例において、別の債権の存することは加害者の損害賠償義務

を免れさせるものではないとしている。（最高裁第三小法廷 昭和３５年 9 月２０日

判決、最高裁第一小法廷 昭和 45 年 2 月２６日判決） 

以上から、本件において仮に市が非常勤職員に不当利得返還請求権を有し

ていたとしても、市長及び市病院事業管理者に対し損害賠償請求を求めること

に何ら障害にならないものであり、被告らの主張は失当である。 

又、本件特別報酬は違法であるが、それを前提としても本件非常勤職員に対

し市が不当利得返還請求権を有しているとの被告らの主張に与することは出来

ない。本件特別報酬は市が給与条例主義に反するものであれ、それを制度とし

て定め本件非常勤職員に支給していたもので、違法性を問われるのはそれを制

定し、支給した当事者即ち市長らであり、その支給を受けた当該非常勤職員に

は何ら責任は無い。当該職員は特別報酬制度を前提に職務にあたっていたもの

で、それを支給が違法であったとの理由で市が当該職員に返還を請求するのは

信義則に反する行為と言わねばならない。本件職員が本件特別報酬を支給する

制度の存在を前提に、特別報酬を受領できると信頼したことは正当であってその

信頼は法的保護に値するものである。 

以上の理由で、市が当該職員に不当利得返還請求権を行うことは信義則に

反し許されない。 

又このような不当利得返還請求権を有するとの主張はあくまで本件訴訟対策

上の主張であって、従来から住民訴訟等において不当利得返還請求を義務づ

けられればともかく、そのような状況が無い中で市が定めた制度で支出したもの

が仮に違法な支出であったとしても、市がそれを受領した職員に不当利得返還
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請求した事例を原告は知らない。被告らの主張は架空の議論にしか過ぎない。 

 

又横浜地裁平１７（行ウ）第２８号 損害賠償請求権行使請求事件 平１８．１１．

１５判決 （判例タイムズ 1239 号 177 頁） において以下の判決がある。 

上記のとおり、本件協定は違法、無効なものであり、これを前提とする本件損

失補償金の支払は法律上の原因を欠くものである。 

 しかし、現時点で、川崎市が本件各金融機関に対して既に支払われたこれ

ら本件損失補償金を不当利得として返還を求め得るかということになると、この点

については重大な疑義があるといわざるを得ない。 

 従前から、川崎市（川崎港港湾管理者） は、社団法人日本港湾協会及び

株式会社野村総合研究所による調査結果等を踏まえ、東京湾におけるコンテナ

貨物量が増大することを予測し、川崎港にコンテナターミナルを整備することを計

画していたこと、川崎市は、川崎港振興協会内のコンテナ問題検討委員会、川

崎港運協会及び川崎商工会議所の意見や要望もあって、コンテナターミナルの

管理運営は第三セクター方式により設立された株式会社により運営されるのが望

ましいと判断して、 平成６年５月１０日に訴外会社が設立されたこと、 訴外会社

においては市職員がその取締役及び監査役等を務め、 川崎市は、設立後赤字

経営が続く同社に対して、荷さばき地使用料 ガントリークレーン使用料、ふ頭用

地使用料、荷役機械置場使用料、ゲート関連施設使用料、メンテナンスショップ

使用料、電気施設使用料等の減額及び免除を行う等、様々な経営支援を行う一

方で、本件各金融機関に対して訴外会社への融資を要請したこと、本件各金融

機関は川崎市との問で本件協定を締結し、同協定及びその後に川崎市が何度

にもわたり発行した経営指導念書を前提として、訴外会社に対して本件貸付を

含む総額５４億円にも及ぶ貸付を実行したことが、それぞれ認められる。 

上記のように、訴外会社の設立及びその後の運営については川崎市が深く関

与しており、同事業は川崎市が主体的に推進してきたものといっても過言ではな

い。そして、その過程において、本件各金融機関は川崎市からの要請に基づい

て、同市との間で本件協定を締結した上で訴外会社への事業資金の貸付けを

開始したのであり、川崎市及び本件各金融機関がその効力を疑っていたような

形跡はないし、 その点につき双方に責められるべき点があったともいえない。加
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えて、川崎市は本件協定の締結はもとより、本件損失補償金の支払についても

市議会の正式な決議を経ており、 本件損失補償金は既に本件各金融機関に

対して支払済みであって、 その総額が９億円という多額に上ることからすれば、

その返還を認めることは川崎市を信頼して融資を継続してきた本件各金融機関

に対して予期しない多大の損害を被らせることになることは明らかである。このよう

な事態は、上記のように川崎市が主体的に訴外会社への融資を要請し、本件協

定を締結して一定の限度までは責任を負う旨を明らかにしてきたことに照らすな

らば、著しく信義に反することといわなければならない。 

 以上のような諸事情に照らすならば、本件損失補償金が結局は川崎市民の

負担に帰することになることを考慮したとしても、川崎市が本件各金融機関に対

して本件損失補償金の返還を求めることは信義則に照らして許されないものと解

される。したがって、原告の本件各金融機関に対して本件損失補償金の返還を

請求するよう求める訴えも棄却すべきということになる。（引用終了） 

以上が関連する部分であるが、原告の主張と同旨である。 

 

 

第８ 当時の和泉市長井坂善行、和泉市病院事業管理者山下隆史の責任 

１ 市長らの責任 

市長らは、権限を委任し又は専決させた職員について、違法な財務会計上の行

為を行うことを阻止すべき指揮監督上の義務を負っていると解され（最高裁判所

平成５年２月１６日第三小法廷判決、最高裁判所平成３年１２月２０日第二小法

廷判決・民集４５巻９号１４５５頁参照）、市長らが上記指揮監督上の義務に違反

し、故意又は過失により同職員が財務会計上の違法行為をすることを阻止しな

かったときは、自らも財務会計上の違法行為を行ったものとして、市が被った損

害についての賠償責任を負うと解すべきである。  

市長らは地方自治法上、203 条の２の非常勤職員には手当（本件では特別報

酬）が支給できないこと、地方公務員の給料等の勤務条件について条例主義が

とられていることは、当然知っている事柄といわなければならず、その法令上の根

拠について常に関心を払うべきものである。したがって、市長らが本件特別報酬

の支出にあたって、その法令上の根拠を確認すれば、本件特別報酬の支出に
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ついて、本件非常勤職員には手当（特別報酬）が支給出来ないこと、更に旧給

与条例等に非常勤職員の給与に関する明示の規定を欠いており、非常勤職員

の給与について適用されるべき条例が存在しないことを容易に知ることができた

といえ、そうである以上、本件特別報酬の支出を阻止することができたというべき

である。 （大阪高裁 平成 20 年（行コ）第 35 号、同年 9 月 5 日判決 裁判所ウ

ェブサイトより も同旨） 

 

２ その他の事情について 

（１） 議会での質疑 

平成 18 年第 4 回定例会において、小林昌子議員が非常勤職員に支給されて

いる特別報酬が実質期末手当であり、非常勤職員には手当が支給できないこ

と、条例で定めていない事を事例も含めて詳細に指摘し、違法ではないかと質

している。（甲第４５号証、尚第７準備書面でこれに関し甲第 7 号証参照として

いたのは誤りです） 

これに対し市長は地方自治法第 203 条なるものを詳しく知らない、行政として

法令を遵守することは当然と答弁している。地方行政の根幹法律である地方

自治法を知らないとは市長として到底許されるものではないが、これを契機に

法令等を精査するのは市長として当然果たさねばならない義務であり、又これ

を改める契機として十分であった。 

 

（２） 非常勤職員に関する行政実例等が多数発出されていること 

地方公務員の給与の適正化に関して、自治省（当時）の公務員部長等から

様々な通知がなされており、昭和 54 年８月 31 日付けの自治給第 31 号各都道

府県知事、各指定都市市長あて自治省行政局公務員部長通知は、適法かつ

適正な給与支給に努めるべく留意すべき事項として、常勤の職員と非常勤の

職員とを区別することなく、「条例において単に給与の支給根拠のみを定め、

具体的な額、支給要件等の基本的事項をすべて長又は規則に委任するよう

なことは給与条例主義の趣旨に反するものであり、その内容は条例に明確に

定めること。」と記載している（なお、上記通知は、「なお、貴管下市町村にもこ

の旨示達されるとともに特に最近の事例に鑑み市町村において違法な給与の
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支給等が行われることのないよう適切なご指導をお願いする。」としている。）と

されている。（甲第４６号証） 

更に以下の行政実例も存在する。 

昭和２７年１１月１８日自行公発第９６号函館市人事委員会委員長あて公務員

課長回答「条例制定事項について」は、職員の給与、勤務時間その他の勤務

条件に関する事項を全面的に規則で定めるよう条例で委任することはできな

いものと解するとしている。  

昭和 31 年 9 月 28 日自丁行発第 82 号 各都道府県総務部長宛 行政課長

通知｢非常勤の職員に対し期末手当を考慮して、六月、十二月に支給する報

酬の額をそれ以外の月に比して多くするような規定をすべきものではない。｣ 

 

（３） 近隣自治体での訴訟 

本件訴訟に先立ち、平成 17 年に大阪府の自治体で以下の本件と類似の訴

訟が提訴されており、前記議会の質疑を契機としてこれらを精査する事は市長

の責務である。 

・平成 17 年 1 月 17 日提訴 枚方市非常勤職員への期末手当及び退職手当

に関する訴訟（平成 17 年（行ウ）第３号） 

・平成 17 年 9 月 6 日提訴 茨木市臨時職員への期末手当に関する訴訟（平

成 17 年（行ウ）第１４６号） 

 

（４） 労働団体でも非常勤職員手当支給が問題視されていた。 

自治労連において、非常勤職員に対する手当支給が違法との報道機関の報

道に対し、論文を掲載している。このような情報は当然市長部局でも確認可能

なものである。（甲第４７号証） 

 

（５） 条例制定に何ら困難は無かったこと 

本件非常勤職員について報酬の変更は平成 9 年以来無く、その職種の変動

もないから、本件非常勤職員についてその報酬を条例及び規則で定める事に

何ら困難を伴わなかったことは明らかである。今回の給与条例の改正の内容

からしても条例を制定することに何ら問題が無かった事が推し量られる。 
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（６） 学説でも明らかであること 

地方自治に関するバイブルである松本英昭著｢逐条地方自治法｣、及び橋本

勇著｢逐条地方公務員法｣を見ても本件違法性は容易に認識できる。 

 

（７） まとめ 

以上の事情を考慮すると、議会での質問を契機に本件特別報酬が違法であ

ることが明らかであるか、若しくは極めて問題の多い支給であることは容易に判

断できたはずであり、本件特別報酬を廃止するか、維持するとしても少なくとも

給与条例主義に反することを避けるための条例を制定することに特段の支障

は無かったにも拘わらず、漫然と本件特別報酬の支給を続ける事を阻止しな

かった事は市長らに重大な過失、少なくとも過失の存在は明らかである。 

 

第９ 本件訴訟提訴後に新たに定められた非常勤職員に関する報酬条例(乙１４)によ

り違法性が治癒するか 

１ 給与条例１２条（以下改正条例）の適用について(乙１４) 

被告は本件職員の内、被告の区分による①から④の職員について、給与条例

12 条が適用されると主張するが失当である。本件職員は既に述べたようにいず

れも地公法 3 条 3 項 3 号に規定する特別職であり、その職員に適用される条例

は特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（甲５）であ

り、①から④の職員には一般職について定めた給与条例の適用はなく、従って

給与条例１２条の改正は本件に何ら影響を及ぼさない。 

 

仮に本件職員（①から④の職員）が一般職とみなされたとしても、本件職員への

特別報酬は違法な支給である事を以下主張する。 

 

２ 改正条例においても給与条例主義反する。 

給与条例主義は、給与の支給時期の調整のような技術的、細目的な事項につ

いて地方公共団体の長の定める規則に委任することは許されないものではない

としても、給与の種類、額、支給方法等の給与に関する基本的事項については、
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条例自体でこれを定める必要がある（東京地判昭 53・7・4 行集二九巻、最高裁

第一小法廷 昭和 50 年 10 月 2 日）。 

ところで改正条例には、一般職の非常勤職員に報酬を支給すること（第 12 条第

1 項）、一般職非常勤職員報酬表が適用され（第 12 条第２項）、報酬の号給は規

則で定め（第 12 条の２第 1 項）、各号に定める額にその職種、勤務日数、職務内

容その他の条件で規則で定める率を乗じ（第 12 条第２項）と定められている。 

即ち改正条例では、各号給に対する報酬額を定めるのみで、いかなる職種がど

の号給に対応するか、更には職種によって報酬を調整する率等は全て規則に委

任している。このような条例の規定では、本件職員についてその報酬を定めること

はもとより、どの程度の報酬が支給されるかの目安すらつかないものである。この

ような規定の仕方は、議会の影響が及ばない規則において本件職員の報酬をい

かようにも決定できるもので、条例において単に給与の支給根拠のみを定め，具

体的な額，支給要件等の基本的事項をすべて普通地方公共団体の長又は規

則に委任するようなことは，給与条例主義の趣旨に反し，許されない。 

被告は、本件職員の職務の多様性等から、条例で全て規定することが困難であ

り、規則に委任することが必要であると主張するが、新たに改正された施行規則

（乙１７）を見ると、職種により号給の対応はパート保育士が５０号それ以外の本件

非常勤職員は４９号の 2 種類と定め、給与の調整については、パート保育士が

100 分の 80、学校給食調理員が 100 分の 88、その他は 100 分の 100 の３種類と

定めている。このような規則での規定を条例に定めることに何ら技術的な問題は

無い。 

更に本件非常勤職員の報酬の改定は H9 年度より、今回の改訂まで一度も行わ

れておらず、その点からしても被告の主張する条例で定めることにより柔軟な対

応が不可能になったり、瑣末な（被告の主張）条例改正が頻発となる恐れもな

い。 

従って、改正条例はそれ自体で報酬を定めたことにはならないし、それを条例で

定めることに何ら困難性を認めることが出来ないから、この改正条例をもってして

も給与条例主義に反すると言わざるを得ない。 

 

３ 改正条例の違法性 
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改正条例の報酬には、非常勤職員に支給が許されている普通報酬以外に本件

特別報酬と事実上の退職金にあたる特定退職金共済制度（特退共）への自治

体の拠出金 3000 円／人が含まれている。（甲第３７号証、甲第４１号証） 

特別報酬の違法性は既に主張した通りであるが、特定退職金共済制度とは個人

事業主又は法人が、所得税法施行令第７３条に定める特定退職金共済団体（商

工会議所、商工会等）と退職金共済契約を締結、掛金を拠出し、加入事業主に

変わって特定退職金共済団体から従業員に直接退職金等の給付を行う制度で

あり、特退共への掛金は非常勤職員に支給出来ない退職金の前払いであり、特

別報酬と同様違法である。この違法な支出を毎月に分割し普通報酬に上乗せし、

形式的に違法性を逃れようとするもので到底許されない。 

更に改正条例第 2 条の２ 第２項には｢前項の規定により号給を決定する場合に

おいて、前年度 1 年間を通じて一般職非常勤職員であったものを同一の職務の

非常勤職員に任用したときは、前年度の勤務実績に応じて規則で定めるところ

により、前年度における号給の 1 号上位の号給に決定することが出来る｣と定める。

規則（乙１７）で定める勤務実績とは規則第 38 条に勤務率が 100 分の 85 以上で

ある事と定められている。このことは通常の勤務を行い、引き続いて同じ職務に任

用されたときは 1 号給昇給するいわゆる定昇の制度を定めたものである。ところで

改正条例の対象となる職員はいずれも継続雇用を前提としない職員であり、この

ような任用形態の職員に任期の定めのない継続雇用を前提とする正規職員と同

様の定昇制度を設けることは、非常勤職員制度の根幹に抵触するもので、違法

のそしりを免れない。このような継続雇用を前提としない職員について総務省の

通達で、｢再度の任用についてはあくまで新たな職に改めて任用されたと解すべ

きであり、その報酬は同一であるべきである。｣とされている。（総務省 臨時・非常

勤職員及び任期付き短時間勤務職員の任用等について 甲第３８号証 P7,8） 

東京都港区はこの総務省の通知と同趣旨の指導を東京都から受け、非常勤職

員の定昇制度の実施を中止（延期）している。（甲第３９号証） 

報酬の支給額をどのように決めるかは市長等の裁量の範囲であるとしても、その

内容が、法令の規定ないし趣旨に反する場合には、条例としての効力を有しな

いものといわなければならない（最判昭和五三年一二月二一日民集三二巻九号

一七二三頁参照）。このような趣旨で報酬を定めることは公序良俗に反し、市長
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の裁量の範囲を逸脱し、このように定められた改正条例は無効であり、この条例

をもって以下述べる過去の違法性が治癒される余地はない。 

又、今回の改正条例の議会審議にあたって、実質的な報酬を定める規則は議員

からの再三の提示要求にも拘わらず提示されず、改正条例に違法な特別報酬

や特退共の拠出金が含まれることが明らかにされない状態で審議されたもので、

そのような違法な報酬を含めて、改正条例の報酬が定められることを議会が了解

し、議決したものではない。（甲第４２号証） 

 

４ 遡及適用について 

被告は準備書面３の 3 頁の４，５にて、改正条例は附則 3 項の経過措置の規定を

もって、給与条例主義の趣旨の一層の徹底をはかる観点から制定されたもので

あると主張する。被告の主張は必ずしも明らかでは無いが、仮に本件特別報酬

の支給が違法であったとしても、改正条例の経過措置に基づき違法性は治癒さ

れるとの主張と解し、以下反論する。 

 

（１） 条例等法は未来に対して法律的効果を発揮するもので、過去の事件につ

いては何ら影響を及ぼさないのが原則であり、改正前の法律にてらして違法であ

つた計画が法律の改正によって適法になる理由はない。（昭和 27 年 1 月 25 日 

最高裁第二小法廷 民集 6 巻 1 号 22 頁） 

但し民事訴訟においては、国民に不利益を与えたり、既得の権利利益を侵害す

るなど国民の権利義務を侵害しない範囲で遡及適用が認められる可能性がある

が、それも公共の福祉を実現するなど遡及適用を認めるにあたって特段の合理

的理由が必要とされる。（最高裁大法廷 昭和 24 年 5 月 18 日、高知地裁平成 4

年 10 月 13 日）  

ところで改正条例の附則３項による遡及適用については、同じく改正条例附則第

４項において旧条例で支給した給与の総額が新条例に基づき算定した額と異な

る場合も調整しないと規定する事から、新条例は旧条例支給された本件非常勤

職員の給与（報酬）の額に対して何らの影響も与えないもので、寧ろ改正給与条

例によって被告の主張する特別報酬の違法性が治癒されるとすると、市長に対

する損害賠償請求権が消滅し、結果的に市に損害を与えひいては市民に不利
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益を強いる結果となることから、特段の合理的理由も認められなく、公共の福祉

の実現に何ら寄与しないもので、原則に反してまで遡及適用を有効にする理由

は存在しない。 

又、改正条例の議会審議は、もっぱら非常勤職員の報酬の条例化と報酬の経

験加算等についての審議が主であり、改正条例が遡及適用により過去の特別報

酬の支給の違法性を治癒する趣旨を含むものであるとの審議は提案理由の説

明を含め一切なされていない事を付言する。（甲第４２号証） 

 

（２） 既に述べた如く条例等法は未来に対して法律的効果を発揮するもので、

過去の事件については何ら影響を及ぼさないのが原則である。遡及適用はその

原則に反し、過去に遡って新たに定められた法律効果を適用するもので、そのよ

うな例外的な措置を有効とするには、過去のどの期間について遡及して有効とす

るかを明示的に条例等に定める必要がある。しかし改正条例については遡及適

用の定めは無く、附則 3 項の経過措置をもってしても遡及適用を定めたものと解

することは困難であり、前述した如く改正条例の議会審議においてもそのような

趣旨の説明や審議は一切なされていない。又仮に遡及適用が有効と解したとし

ても、非常勤職員の職務の特殊性から任期が限定され、既に多くの退職者がお

り、それらの人に遡及適用する意味は無いし、それらの人も含め過去の全ての非

常勤職員の報酬の支給について遡及適用するような包括的な定めは許されな

い。 

 

（３） 遡及適用による瑕疵の治癒とは、瑕疵の原因に対し新たに定めた条例等

（追認条例）を遡及適用し、新たな法律効果を与えることによって、その原因を除

去し瑕疵を治癒させる効果を言う。 

本件訴訟において違法性を争っているのは、本件職員に特別報酬の支給が許

されるか、許されるとして給与条例主義に反しないかである。ところで改正条例に

は特別報酬の支給について何らの定めは無いから、仮に改正条例を遡及して適

用することが可能であったとしても、改正条例にはそもそも違法な原因に対する

新たな法律効果を与える余地は無く従って瑕疵が治癒される事もない。 
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（４） 被告は附則 3 項の経過措置の規定｢新条例施行前に非常勤職員に支給さ

れた報酬等一切は新条例に基づいて支給された報酬とみなす｣との規定をもっ

て、本件非常勤職員の特別報酬が仮に違法であったとしても包括的にこれを合

法化するとの主張とも解せられが、本件訴訟で争われているのは特別報酬の支

給の事実であり、改正条例ではこの特別報酬を 12 分し、それを各月に上乗せし

て報酬を定めることによって、特別報酬の支給を廃止し、附則 3 項の経過措置の

規定によって年 2 回支給された特別報酬を毎月の報酬の一部とみなすものであ

る。即ち特別報酬の支給が無かったことにし、それを毎月の報酬に転換しようと

するものである。特別報酬と普通報酬はその趣旨、支給方法など全く異なるもの

であり、これを同一のものとみなす（一種の擬制）ことは本件で争っている特別報

酬の事実を没却するもので、事実関係を無視してこのように包括的に擬制し合法

化する解釈は到底許されない。仮にこのような事が許されると、あらゆる違法な支

出が新たに定めた報酬（普通報酬）とみなす事によって合法化されることになる。

事実違法な退職金の前払いである特退共の拠出金もこの報酬に含まれている。

このような事は公序良俗に反し許されないことは自明である。 

 

（５） このような遡及適用が許されると、たとえ地方公共団体の長が当該地方公

共団体に対する関係で不法行為をしても、はるか後になって条例等を改正する

ことによってすべて遡及的に適法となり、当該地方公共団体に対する損害賠償

責任を免れることを是認する結果となりかねない。このような条例改正は実質的

には権力者のお手盛りによる自己免責にほかならず、これを無条件に認めるの

は正義の観念に照らして許されない。 

法治主義の下では、行政行為は法令に適合したものでなければならず、その瑕

疵は容認しがたいが、暇疵のある行為について一定の限度で条理上取消権が

制限され、暇疵のない行為として扱おうとするのが瑕疵の治癒の法理である。 

しかしそれは法治主義の原則の例外をなすものであるから、無制約に適用され

得るものではなく、例えば無効な行為については適用し難いと説かれている。（判

例時報１４７３号 181 頁 甲第４０号証） 

本件において長が地方自治法に反して特別報酬を支出したこと又それらの支出

が給与条例主義に違反して行われた暇疵は重大であると同時に、外形上一見
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明白であり、無効と解すべきである。 

そうすると、本件事案について瑕疵の治癒の法理を適用することは出来ない。 

 

（６） まとめ 

改正条例は、一般職について適用されるところ、本件非常勤職員はいずれも特

別職であり、改正条例の適用対象外である。 

仮に一般職として改正条例の適用を受けるとしても、改正条例には遡及して適

用する定めが無く、経過措置によるとしても本件で違法とされている特別報酬が

改正条例に何ら定めが無いから、新たな法律の適用により違法性が治癒する余

地もなく、いずれにしても遡及適用により違法性が治癒する余地は無い。 

更に、改正条例自体が条例自体で報酬を確定することが出来ず、給与条例主

義違反の瑕疵を治癒するにあたわず、又改正条例が違法な特別報酬や実質的

な退職手当を含む報酬を定めていることは、長の裁量の範囲を逸脱するもので

改正条例自体が無効と解せられる。議会の審議もこれらの違法な報酬を含む報

酬を定めていることを認識出来ない（市長が細目を提示しないで条例を提出）で

審議したもので、このような状況を了解して議決したものではない。 

このような遡及適用により、かつて違法であったものが適法化されるのは法の建

前に反し、それを例外的に適法化される余地があるとしても、それは制限的に考

えられるべきである。本件の特別報酬の地方自治法違反及び給与条例主義違

反はいずれも重大な瑕疵であり、且つその違法性は明確であるから、特別報酬

の支給は無効と解すべきであり、そのような無効な事件が遡及適用により違法性

が治癒される余地は無い。 

 

５ 予備的主張 

 仮に被告の主張する遡及適用により違法性が治癒されたとしても、遡って適用

する旨の遡及適用の定めが無いから、特別報酬の違法な支出が合法化され、そ

の支出が許されるのは改正条例施行後であり、既に支給された特別報酬の支給

日から改正条例施行日までの金利相当分は市の損害と評価される。（予備的主

張） 

その額は法定利息５％として、改正条例が適用される①から④の職員は市長部
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局の全てであるから 

・19 年 6 月支給分 金利対象期間は少なくとも 21 ヶ月であり、金利相当額は 

81,912,540×21/12×0.05=7,167,347 円 となる。 

・19 年 12 月支給分 金利対象期間は少なくとも 15 ヶ月であり、金利相当額は 

96,638,767×15/12×0.05=6,039,922 円 となる。 

合計 13，207，269 円であり、以下の予備的請求を行う。 

被告和泉市長は、井坂善行に対し 13，207，269 円及びこれに対する改正条例

施行の日の翌日から支払い済みまで年 5 分の割合による金員を請求せよ。 

 

第１０ 最後に（本件訴訟の意義） 

非常勤職員は市の行政需要に柔軟に対応するのに重要な位置を占めて

おり、且つ常勤職員に対して概して賃金は低く抑えられている。 

従って、支給が許されている報酬や費用弁償以外に常勤職員の期末手当

に相当する金員を支給する背景は十分に理解できる。 

しかしながら、いかに動機が納得できるものであっても法に違背して事務を

行うことは地方自治法上許されていない。且つ本件特別報酬（実態は期末手

当）を報酬に含めて支給することを条例で定め、同様の効果を発揮することも

可能であり（本件訴訟提訴後そのように条例が改正されている）、より本質的

な対応として一般職の任期付職員の採用での対応も可能である。 

このように本件特別報酬をもってのみ非常勤職員の給与（報酬）の増額対

応が出来ないわけではなく、又このような不安定な報酬を一定生活の糧にす

ることは、非常勤職員にとっても決して望ましいことではない。 

以上から本件特別報酬の支給制度を廃止し、非常勤職員の扱いを受けて

いる人にとって、より安定した雇用形態と給与（報酬）支給が実現することを求

めて訴訟にいたったものである。 

 

(注)本最終準備書面には既に提出した準備書面を数多く引用しているが、体系

的に主張を理解していただきたく為、敢えて重複して陳述するものである。 

 

以上 


